B2Cメーカーの「価値共創型 新製品開発」プロセス研究 ~顧客との価値共創視点から分析~ by 飯島 賢一
1 
 
〈専門職学位論文〉                                                       2018 年 3 月修了（予定） 
 
B2Cメーカーの「価値共創型 新製品開発」プロセス研究 
～顧客との価値共創視点からの分析～ 
 
学籍番号：57164002 氏名：飯島 賢一 
ゼミ名称：事業創造とアントレプレナー 
 
主査：長谷川 博和 教授 
副査：吉川 智教 元教授   副査：枝川 義邦 教授 
概 要 
日本製造業のコモディティ化は 1990年代後半から始まり、グローバル化による環境変化も影響し現在進行形で
あると考えられる。コモディティ化は製品価値の低下をもたらすため、脱コモディティ化は日本製造業が乗り越
えるべき大きな課題の一つである。 
2000年を過ぎると脱コモディティ化の研究が進み、企業が顧客と共に新たな価値を創造するアプローチ、すな
わち「顧客との価値共創」に関する議論が主流となった。しかしながら、先行研究では価値共創のプロセスやマ
ネジメント手法が明らかになっていない。 
本研究では「「価値共創型 新製品開発プロセス」及び「価値共創型 新製品開発マネジメント手法」はどのよ
うなものか？」をリサーチクエスチョンに設定した。 
初期仮説は、「価値共創型 新製品開発プロセス」には 3ステップが存在し、3ステップごとに固有の顧客コミ
ュニケーションの場、及び顧客とのコミュニケーションスタイルが存在すると設定し、今まで消費者が見たこと
のない新製品開発に成功した企業 6社にインタビューし仮説検証を行った。 
インタビュー結果からは、初期仮説だけで説明しきれない事例が一部あることが明らかになったため、考察の
上「新たな 1ステップ」と「ステップアップに必要な要件」を導出した。 
結論では、「価値共創型 新製品開発プロセス」には「3 ステップ+1 ステップ」存在し、「各ステップ固有の顧
客コミュニケーションスタイルや開発者の着眼点」をマネジメントすることが重要であることを提示した。 
最後に、本研究の結論を踏まえて筆者が勤務する企業に対して、脱コモディティ化に向けた「価値共創型 新
製品開発スタイルへの移行」と「全てのゴルファーに向けたモノづくり」を提言した。 
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第１章  序論 
第一節 研究の目的・背景 
 ダンロップスポーツ(株)1（以下、自社）はゴルフボールやゴルフクラブなどゴルフギアの
製造販売をコア事業としており、筆者は日本市場におけるゴルフギアの商品企画・販売企画
を統括する立場にある。現在の職務を遂行するにあたり以下のような問題意識を持っている。 
◇ゴルフ人口減少に伴う市場縮小 
日本のゴルフギア市場は、筆者が自社に入社して以来縮小傾向が続いている。ゴルフ産業
白書（2017 年版）2によると、’96 年から’16 年までの 20 年間でゴルフ人口は 6 割減（13,800
千人→5,500 千人）、ゴルフギア市場は 3 割減（362,900 百万円→254,750 百万円）となってい
る。 
ゴルフ人口の減少よりもゴルフギア市場の落ち込みが緩やかなのはシニア世代の活発な消
費による一時的なものと推測されており、今後シニア世代のゴルフ離脱と共にゴルフギア市
場では急激な縮小が起こる可能性が指摘されている。 
「ゴルフ人口減少に伴う市場の縮小」は業界全体の大きな課題であり、業界を挙げてまた
他業界を巻き込んでゴルフ人口を押し上げるようなエコシステムを作り上げる必要がある
と考える。 
図表 １-１ ゴルフ市場規模推移 
（出所）ゴルフ産業白書（2017 年版）を元に筆者作成 
                                                     
1 2018 年 1 月 1 日付で親会社の住友ゴム工業(株)に吸収合併されスポーツ事業本部となった 
2 矢野経済研究所 , 『ゴルフ産業白書』, 2017 年版 
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◇ゴルフギア コモディティ化 
ゴルファーがゴルフギアに求める性能は二つに区分される。 
一つは「コントロール性能」。ゴルフを競技として捉えるゴルファーが打球を思い通りコ
ントロールすることで、ゲームプランを組み立てやすくしたいという志向に基づく。 
もう一つは「オートマチック性能」。ゴルフを娯楽として捉えるゴルファーが普段練習し
ていなくてもそれなりの打球を打つことで、仲間とのコミュニケーションの時間を増やした
いという志向に基づく。 
過去 30 年の製品開発テクノロジー進化はゴルフギアの「コントロール性能」「オートマチ
ック性能」の向上に大きく貢献し、どちらの性能を要求するゴルファーにも恩恵を与えた。
結果としてゴルファー全体の腕前が底上げされ、ゴルファー個々のスキル差は相対的に小さ
くなった。 
ゴルフをゲームとして捉えた場合の難易度は低下し腕前による差が出にくくなってしま
ったことを受け、危機感を覚えたゴルフ競技団体の「R&A」「USGA」3はゴルフギアスペッ
クに対しての規制ルールを強め、ゴルフギアによるゴルファーのスキルサポートに制限を掛
けた。多くのゴルフギアメーカーはゴルフ競技団体「R&A」「USGA」のルールに準拠した商
品開発を行っていることから、結果としてメーカーが技術力を生かせる範囲が狭まりゴルフ
ギアはコモディティ化してしまった。 
 コモディティ化が進んだ業界が価格競争に陥ることは自明であり、自社も日本国内のゴル
フギア市場でトップシェアを獲得しているものの利益が出にくい体質に陥っている。 
データが整備されている’14 年以降のゴルフクラブ店頭値引き率はやや上昇傾向にあり、コ
モディティ化による価格競争を裏付ける指標と言えるであろう。 
「ゴルフギア コモディティ化」は業界特有の規制ルールによって起きている側面が強い
が、スペック競争から抜け出して新たな付加価値を見つけることで商品価値を向上させ製品
価格を引き上げることで収益性を高めることが自社の課題であると考える。 
                                                     
3 R&A…「Royal and Ancient Golf Club of St. Andrews」／全英ゴルフ協会 
 USGA…「United States Golf Association.」／全米ゴルフ協会 
 共にゴルフ競技を統括する団体で、それぞれ全英オープン、全米オープンを頂点とするゴルフ競技主催が主な 
業務である。 
 USGA は米国とメキシコを、R&A は USGA 管轄外の全ての国が担当エリアで R&A の管轄エリアは非常に広 
い。 
 “18 ホールを 14 本のクラブでラウンドする”といった現代ゴルフルールの基礎は「R&A」によって作られて 
おり、現在でも競技規則決定の主導権を握っている。 
世界中の大手ゴルフギアメーカーは、慣習的に両団体が規定するルールに則ったギア開発を行っている。 
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図表 １-２ ゴルフクラブ 平均値引き率推移 
（出所）ゴルフ産業白書（2017 年版）を元に筆者作成 
 
上記より本研究では、「どのようにすればコモディティ化の泥沼から抜け出せる新製品開
発が行えるのか」という観点から議論を進めたい。 
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第二節 本論文の構成 
第二章は、日本製造業のコモディティ化現状及び将来予測について述べる。 
 第三章は、脱コモディティ化戦略の先行研究から企業と顧客の関係性の作り方の大切さを
確認した上で、価値共創に関連する先行研究を整理し論点を抽出する。 
 第四章は、第三章の先行研究から抽出した論点である価値共創の考え方をベースに、第一
節でリサーチクエスチョン、第二節で初期仮説を述べる。 
リサーチクエスチョンは、価値共創に関連する先行研究で明らかになっていない領域を明
らかにした上で、商品開発に価値共創の概念をどのように取り入れるかを研究したいと考え
ていることを述べる。 
初期仮説では価値共創を取り入れるプロセスにおいて「Ⅰ.開発者の課題 解決型」「Ⅱ.
想定外顧客 探索型」「Ⅲ.知見 融合型」の３型が存在し、Ⅰから順にステップアップして
いくものと想定していることを述べる。また、3型それぞれにおいて「付加される価値」「顧
客の役割」「コミュニケーションの場創出」「顧客とのコミュニケーションスタイル」が異な
ることを加えて、初期仮説を構造的に述べる。第三節では事例研究対象企業選定の手法につ
いて述べる。 
 第五章は、事例研究対象とした 6企業の概要を提示した後、インタビューを元にした事例
研究結果をインタビューで入手した具体的事例を元に述べる。 
 第六章は、主に仮説と事例研究の差分を明らかにした上でその発生原因を考察し、仮説の
修正を試みる。 
 第七章は、第六章で考察した事項を元にリサーチクエスチョンに対して改めて体系的に結
論を述べた上で、自社に対する提言を行う。 
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第２章  製造業のコモディティ化現象 
第一節 日本製造業のコモディティ化 現状 
 恩蔵（2007）4は、1990 年代後半にコモディティ化の意識を持ち始めたとした上で、従来見
られたパッケージ製品の領域から耐久財、サービス、さらには生産財の領域までにコモディ
ティ化が見られ始めたタイミングであるとしている。その背景には、旧来のマーケティング
手法によりセグメンテーションが繰り返されたことで、市場が断片化され技術水準の平準化
が起こったからであると分析している。 
また、定まった指標は存在しないとしながらも、コモディティ化の裏付けとして、 
・有力企業の販促費比率の上昇 
・企業イメージ評価における製品・サービスの質向上 
という 2 つの視点を提示している。 
図表 ２-１ 食品業界における販促費比較の上昇 
（出所）恩蔵 ,（2007）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』, pp.6. 
図表 ２-２ 主要企業の販促費率の比較 
（出所）恩蔵 ,（2007）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』 , pp.7. 
                                                     
4 恩蔵 直人 ,（2017）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』,有斐閣 , pp.2. 
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図表 ２-３ 一般個人による企業イメージ評価 
（出所）恩蔵 ,（2007）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』 , pp.8. 
 
 恩蔵（2007）のコモディティ化分析指標の考え方を元に、2016 年の業界別広告費の伸び率
を確認してみると、「エネルギー・素材・機械」業界の広告費伸び率が際立っている。これを
もってコモディティ化が進んでいるとまでは断言出来ないものの、川上に位置する産業は他
産業よりもコモディティ化に苦しんでいるのかもしれない。 
図表 ２-４ 2016 年 業種別広告費の伸び率（マスコミ四媒体広告費） 
（出所）電通ホームページ HOME>ナレッジ＆データ>日本の広告費 2016 年>日本の広告費｜業種別広告費 
http://www.dentsu.co.jp/knowledge/ad_cost/2016/business.html 
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第二節 日本製造業のコモディティ化 将来予測と対策論 
 みずほ産業調査 58（2017）5では、「グローバルプレゼンス × 需要の成長性」を軸に今
後 5 年の産業競争力分析が行われており、日本の伝統的な製造業である「石油・鉄鋼・非鉄
金属・鉄鋼・科学・重電」は「グローバルプレゼンス：低 × 需要の成長性：低」ポジシ
ョンに区分され、海外企業の脅威を受けることでの“価格競争力の劣後“が指摘されている。 
また、「加工食品・医療機器・医薬品」業界も、グローバルプレゼンスが低下するポジショ
ンに区分され競争激化が指摘されている。 
いずれも、コモディティ化が進む業界と理解して良いであろう。 
図表 ２-５ 2018年以降 5年の日本産業競争力マップ 
（出所）One シンクタンク,『みずほ産業調査 58 日本産業の中期見通し』,（2017) , No.2 , pp.21. 
 
なお、このような日本の製造業のコモディティ化に対する打ち手としては、デジタル化を
推進する論調が多いようである。 
 みずほ産業調査 57（2017）6は、デジタルイノベーションを「ビジネスプロセス改善」「ビ
ジネスモデル改善」軸と、「B2B」「B2C」軸とで 4 象限に区分し、それぞれの象限にあてはま
る業界とデジタルイノベーションを活用する方向性を示している（図表 ２-６参照）。 
                                                     
5 ONE シンクタンク『みずほ産業調査 58 日本産業の中期見通し -向こう 5 年(2018-2022 年)の需給動向と求めら
れる事業戦略- 』（2017）No2 , p13-39 , 産業総合 
6 ONE シンクタンク『みずほ産業調査 57 デジタルイノベーションはビジネスをどう変革するか -注目の取り
組みから課題と戦略を探る- 』（2017） No1 , p1-14 , 産業総合 
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図表 ２-６ デジタルイノベーションの方向性 
（出所）Oneシンクタンク『みずほ産業調査57 ビジネスイノベーションはビジネスをどう変革するか』 , （2017）, 
No.1 , pp.6. 
 
 青嶋（2017）7は、製造業のデジタル化推進ポイントとして 
①目指すビジネスモデルを明確にする 
②事業部門、情報システム部門、生産技術部門横断でのプロジェクト推進 
③外部からの積極的な技術取り込み 
の 3 点を示している。 
 
                                                     
7 青嶋 稔 ,（2017）,「製造業のデジタル化戦略の潮流」, 野村総合研究所 , 『知的資産創造』 , Vol.2017- 2  , 
pp.8-21. 
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第三節 日本製造業のコモディティ化 まとめ 
 日本製造業はカイゼンをベースとした品質による差別化で世界を席巻した時代を終え、グ
ローバル化による技術平準化などを起因としたコモディティ化にどのように対峙していく
のか、そのスタンスを明確にすべきタイミングを迎えていると言えるだろう。 
かつての成功体験に基づいた「ケイパビリティ」に支えられる「コアコンピタンス」が企
業文化のベースに色濃く残る日本製造業が変わることはたやすくないが、日本なりの手法で
「モノづくり大国」への回帰を果たすことを期待したい。 
コモディティ化への対峙方法は企業戦略から事業戦略、商品戦略に至るまで、幅広いレイ
ヤーで議論されるべきであるが、本研究においては筆者の担当業務である商品企画業務範疇
における打ち手の示唆を得ることを第一義とし、以降は商品戦略における開発分野＝モノづ
くり分野にフォーカスした議論を行うものとする。 
14 
 
第３章  先行研究 
 本章では、第２章で述べた製造業のコモディティ化をどのように解決すべきかを論じてい
る先行研究を取り上げ、その論点を整理する。 
 
第一節 脱コモディティ化戦略 
 恩蔵（2007）8は、コモディティ化とは「ある商品カテゴリーにおける競合企業間で製品や
サービスの違いが価格以外にないと顧客が考えている状態」としている。 
コモディティ化に陥った企業が直面する問題は、例え優れた製品を開発したとしても過当
競争により価格（商品価値）が急速に低下してしまう点にあり、最大の課題は優れた商品を
開発する「ものづくり」ができたとしても、「価値づくり」が出来ないことであると延岡（2006a）
9は指摘する。また、当然のことながら製品やサービスの価格が急速に低下することは、企業
の収益に対しても直接的なマイナスインパクトとして跳ね返ってくる。 
今井（2016）10は、コモディティ化のメカニズムを、「供給サイド」と「需要サイド」それ
ぞれに起因する要素として以下の通りまとめている。 
◇供給サイドのコモディティ化要因 
 ・モジュラー型製品の普及 
製品のモジュラー化により部品間のインターフェースが単純化、もしくは部品と部
品間インターフェースが標準化される。相対的に技術力が弱い企業であっても部品や
デバイスを購入し組み合わせることで、ある程度以上の機能を持つ製品を開発・製造
することが可能となる。（楠木（2006）11、延岡ら（2006）12） 
 ・中間財の市場化 
高機能で高機能なモジュール部品が市場で調達しやすくなることで、自社で部品を
開発・製造できない企業も調達が可能となり、個々の企業が製造する製品間の品質差
異が小さくなり差別化が困難となる。 
                                                     
8 恩蔵 直人 ,（2017）,『コモディティ化市場のマーケティング理論』,有斐閣 , pp.2. 
9 延岡 健太郎 ,（2006a）,『MOT（技術経営）入門』, 日本経済新聞社 
10 今井 まりな ,（2016）,「経営学におけるカテゴリ研究の可能性 -コモディティ化プロセスの理解との関わり
で-」, 京都橘大学研究紀要 , Vol.42 , pp.105-119. 
11 楠木 建 ,（2006）,「次元の見えない差別化：脱コモディティ化の戦略を考える」『一橋ビジネスレビュー』, 
Vol.53-4 , pp.6-24. 
12 延岡 健太郎 , 伊藤 宗彦 , 森田 弘一 ,（2006）,「コモディティ化による価値獲得の失敗：デジタル家電の事
例」『RIETI Discussion Paper Series 』,Vol.06 
15 
 
◇需要サイドの要因 
 ・オーバーシュート 
顧客のニーズを超える機能を備えた製品の差別化は顧客に伝わらない。企業はそれ
以上機能や品質を発展させる必要がなくなり、コスト競争に突入する。 
（延岡（2006b）13） 
オーバーシュートの原因として、「市場のグローバル化やそれに伴う価格志向の強
い顧客層の拡大」が挙げられる。（高嶋（2013）14） 
 ・顧客ニーズの捉え損ね 
従来の製品に対する新たな使用方法や使用シーンを提供する場合、それがうまく伝
わらない場合がある。 
東（2017a）15は脱コモディティ化の戦略議論は「モノ」と「サービス」の 2 側面から行わ
れているとし、図表 ３-１の通り比較を行っている。 
図表 ３-１ 脱コモディティ化戦略論の比較 
（出所）東 ,（2017）,「脱コモディティ化戦略における顧客像」 
                                                     
13 延岡 健太郎 ,（2006b）,「意味的価値の創造：コモディティ化を回避するものづくり」,『国民経済雑
誌』,Vol.194-6 ,  pp.1-14. 
14 高嶋 克義 ,（2013）,「マーケティング戦略転換の組織的制約―脱コモディティ化戦略の実行可能性に基づい 
て―」,『流通研究』,Vol.16-1 , pp.61-76. 
15 東 利一 ,（2017a）,「脱コモディティ化戦略における顧客像」,『流通科学大学論集－流通・経営編－』
Vol29-2 , pp.1-18. 
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いずれの議論も「新たな価値を企業と顧客とがどのように作り上げるか」という論点で語
られており、顧客が主体的に決定する価値すなわち「顧客価値」が大切であることが明らか
になっている。また、「顧客価値」を創造するには、顧客とのインタラクションによる価値提
案マネジメントが不可欠であるとされている。 
17 
 
第二節 価値共創 
 第一節の「脱コモディティ化戦略には顧客価値を創造する必要があり、顧客とのインタラ
クションによる価値提案マネジメントが大切である」という結論を受け、第二節では企業と
顧客との価値共創に関する先行研究をまとめる。 
 
第一項 S-D ロジックにおける価値共創概念 
S-D（サービス・ドミナント）ロジックは Vargo and Lusch（2004a）16によって提唱された
概念である。 
田口（2009）17は 
「交換と価値創造という現象を捉えるに当たって単数形の「サービス」に主眼を置く
という考え方で、従来までの「財」に主眼点を置いた伝統的な考え方であるグッズド
ミナント・ロジック（以下 G-D ロジック）からの転換を提案した。」 
と概念を整理している。 
また、長谷川（2016）18は「サービス」の定義を以下の通り整理している。 
「S-D ロジックにおける「サービス」とは，従来のいわゆるサービス業のサービスと
いう意味ではなく，すべての企業活動はサービスであるという定義に基づくサービス
である。原著では，従来のサービスは services と複数形で表現し，S-D ロジックでい
うところのサービスは service と単数形で表現することで区別している。ここでのサ
ービスは，一方的に企業から顧客へ提供されるものではなく，企業と顧客との相互作
用によって初めて成立するものと定義されている。また企業と顧客の関係性も，G - D 
ロジックでは，売買という形でモノと金銭が交換されるのに対して，S-D ロジックで
は，サービス全体の利用価値を顧客と事業者と相互に創造するものとなっている。」 
S-D ロジックの貢献は、「モノ」と「サービス」とを区分する従来考え方からの脱却であり、
サービス全体の利用価値を企業と顧客が相互に創造するという考え方がまさに価値共創の
考え方であると言えるだろう。 
                                                     
16 Vargo, Stephen L. and Robert F. Lusch ,（2004）,「Evolving to a New Dominant Logic for Maeketing」, 
 『Journal of Marketing』,Vol.68 , pp.1-17. 
17 田口 尚史 ,（2010）, 「サービス・ドミナント・ロジック : 間接的サービス供給における 4 つの価値共創パ
ターン」,『横浜商大論集』, Vol. 43-2 , pp.90-121. 
18 長谷川 敦士 ,（2016）,「サービスデザインの時代：顧客価値に基づくこれからの事業開発アプローチ」 『情
報管理』 ，Vol.59-7，pp.441-448. 
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図表 ３-２ G-D ロジックから S-D ロジックへの概念変遷 
（出所）田口 ,（2010）,「サービス・ドミナント・ロジック 間接的サービス供給における 4 つの価値共創パタ
ーン」 
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第二項 価値共創のプロセス 
 S-D ロジックを元にした価値共創の概念はマーケティングの領域に広がり、その導入に向
けて様々なプロセス研究が行われた。 
 延岡（2008）19は、顧客価値を「一般性：汎用性」「客観的：主観的」の 2 軸を用いて 4 象
限に区分した上で、絞った顧客に向けて提供した主観的な価値を大量の顧客に向けて提供す
るステップを提示した（図表 ３-３参照）。 
また、顧客が主観的に意味づけをすることによって生まれる価値を「意味的価値」と定義
した上で、「意味的価値」は「機能的価値」を土台にして成り立つものであり「意味的価値」
のみに集中した製品開発に持続性は無いと主張している。 
図表 ３-３ 意味的価値創出の 2 ステップ 
（出所）延岡 ,（2008）,「価値づくりの技術経営：意味的価値の創造とマネジメント」 
 
村松、藤岡（2011）20は、顧客の消費プロセスへの入り込みが重要であると説き、共創の場
の設定をプロセスに組み込むべきであると主張した。 
図表 ３-４ 価値共創のフロー 
（出所）村松 , 藤岡 ,（2011）,「価値共創型企業システムの概念化に向けた一考察」 
                                                     
19 延岡 健太郎 , （2008）,「価値づくりの技術経営：意味的価値の創造とマネジメント」,『IIR Working 
Paper』, Hitotsubashi University Institute of Research , Vol08-05 
20 村松 潤一 , 藤岡 芳郎 ,（2011）｢価値共創型企業システムの概念化へ向けた一考察｣,『広島大学マネ ジメン
ト研究』, Vol.2011-21 
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 藤川ら（2012）21は、従来のプロセス研究において静的・事前計画的なプロセスとして描か
れるモデルを、より複雑で動的・事後創発的であるとしたモデルを提示した。 
図表 ３-５ 藤川ら（2012）価値共創の顧客プロセス 
（出所）藤川 , 阿久津 , 小野 , （2012）,「文脈視点による価値共創経営」 
 
 河内（2014）22は比較的閉じたシステム同士が価値共創を展開するにあたって、意図的な
情報基盤を作り上げることの意義、言い換えると情報をフィードバックする仕組みの意義を
再確認した上で、時間的概念を加えたダイナミックプロセスモデルを提示し価値共創が起こ
る場を①顧客サイド内、②企業サイド内、③企業－顧客間の 3 ポイントであるとした。 
図表 ３-６ ダイナミックプロセスとしての企業－顧客間価値共創 
（出所）河内 ,（2014）,「S-D ロジックにおける価値共創に関する一考察」 
                                                     
21 藤川 佳則 , 阿久津 聡 , 小野 譲司 ,（2012）,「文脈視点による価値共創経営：事後創発的ダイナミックプロ
セス構築に向けて」,『組織科学』, Vol.46 , No.2 , pp.38-52. 
22 河内 俊樹 , （2014）,「S-D ロジックにおける価値共創に関する一考察」,『松山大学論集』,Vol.26-3 , pp.65-
100. 
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青木（2012）23は感性工学の立場から価値共創のプロセスをモデル化し、顧客サイドの視点
から「なおす」と「伝える」のポイントで企業に対して情報のパイプが構築されることで価
値共創が起こるとした。 
図表 ３-７ サーキュレーション型生産方式 
（出所）青木 ,（2012）,「持続的発展に向けた価値の創造：時間軸をデザインする時代」 
 
 上記の通り、先行研究では様々な価値共創プロセスモデルが提示されているが、大森
（2017a）24によると未だ価値共創プロセスの精緻化は達成されておらず、以下 4 点に議論の
余地が残されているとされている。 
①顧客概念の精緻化 
②使用価値の具体的表現方法 
③共創の場の具体化 
④相互作用のプロセスを具体的に捉え、表現・記述する方法 
本研究では、「機能的価値」をベースに「意味的価値」を創造する価値共創スタイルを主張
し具体的なステップを提示した延岡（2008）の「意味的価値の 2 ステップ」の考え方を支持
し、プロセス仮説構築のベース理論とする。 
                                                     
23 青木 弘行 ,（2012）,「持続的発展に向けた価値の創造 - 時間軸をデザインする時代 -」,『横幹』, 特定非営
利活動法人 横断型基幹科学技術研究団体連合 , Vol.6-1 , pp.5-8. 
24 大森 寛文 ,（2017a）,「価値共創マーケティング論におけるサービス・プロセスの概念と分析視座に関する考
察」,『明星大学経営学研究紀要』,Vol.12 , pp.71-93. 
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第三項 価値共創 マネジメント 
 価値共創のマネジメントに関する先行研究25を整理すると、図表 ３-８のように社内マネ
ジメント論が中心となっている。 
しかし、実務においては社内マネジメントよりも社外マネジメントすなわち顧客マネジメ
ントの方が圧倒的に難しいことが容易に想像され、実際に社内に価値共創型新製品開発を取
り入れる場合に社内マネジメントだけでは機能しない可能性が高い。 
図表 ３-８ 価値共創 マネジメント要件 先行研究 
（出所）筆者作成 
 
 加藤ら（2014）26はイノベーションに必要な要素を、ネットワーク・場、モチベーション、
アイディア創出、行動・実践、継承の 5 つ提示した上で、その中でもアイディア創出の重要
性を説いている。 
また、アイディア創出のためには、「ネットワーク・場での多様な人との交流」と「社会的
意義や使命感に繋がる想いの共有」、すなわち「場の形成」と「コミュニケーション」が大切
であるとしている。 
                                                     
25 加藤 智也 ,（2016）,「商品開発における企業と顧客の価値共創」,『名古屋芸術大学研究紀要』,Vol.37 , 
pp.83-93. 
  中田 寛 ,（2015）,「ユーザーとの協働によるイノベーションとマーケティングの融合」,『経営と制度』, 
Vol.13 , pp.47-61. 
  藤岡 芳郎 ,（2012）,「価値共創型企業システムの展開の可能性と課題 - プロジェクト研究と事例研究をも  
とに」,『広島大学マネジメント研究』,Vol.12 , pp.63-75. 
  延岡 健太郎 , （2008）,「価値づくりの技術経営：意味的価値の創造とマネジメント」,『IIR Working  
Paper』, Hitotsubashi University Institute of Research , Vol.08-05 
26 加藤 美治 , 橋山 智訓 , 田野 俊一 ,（2014）,「個人とグループの創造性を支援する統合システム イノベー
ションコンパスの提案」,『グループウェアとネットワークサービス研究会 ワークショップ 2014 論文集 』, 
pp.1-8. 
トップ
マネジメント
担当者
体制 価値感 権限設定 リーダーシップ
コミュニケーション
能力
コミュニケーション
手法
加藤(2016) ・高いファシリテーション能力 ●
・集合知を生かす企業体制 ●
中田(2015) ・意見の多様性確保 ●
・ビジュアルでのコミュニケーション ●
藤岡(2012) ・顧客価値ファースト ●
・顧客接点社員の「迅速性」「柔軟性」「瞬発力」 ●
・顧客との接点役割を果たす社員への権限移譲 ●
・企業トップのサーバント・リーダーシップ ●
延岡(2008) ・デザインの重要性理解 ●
・商品開発担当への重量級マネージャーアサイン ●
・顧客の心理、嗜好、行動理解によるニーズ創出 ●
組織
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図表 ３-９ イノベーションのプロセス分析 
（出所）加藤 , 横山 , 田野 ,（2014）,「個人とグループの創造性を支援する統合システム」 
 
価値共創分野の先行研究は、自社内マネジメント論を中心に議論が進められていたが、本
論文ではイノベーション創出を広義の価値共創と捉え、加藤ら（2014）が主張する「場の形
成」と「コミュニケーション」に関するマネジメントを中心に議論を進める。 
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第４章  検討内容と検討方法 
第一節 リサーチクエスチョン 
企業が顧客と共に新たな価値を創造するには、「価値共創」の考え方を取り入れた商品開
発を行う必要がある。 
価値共創領域の先行研究では、「プロセスを示すダイナミックモデルが不確定」かつ「価値
共創を促進する顧客マネジメント手法が明らかになっていない」状況である。 
そこで本研究では「価値共創型 新製品開発プロセス」及び「価値共創型 新製品開発の
顧客マネジメント手法」を明らかにし、企業が価値共創型の開発に取り組むための具体的な
道筋を示したい。 
 
第二節 初期仮説                  
初期仮説は、 
・価値共創型／新製品開発の成功には「3 ステップ」のプロセスが重要 
・ステップアップには、顧客との「コミュニケーションの場構築」「コミュニケーション 
スタイルの意識」が重要 
の 2 点をフレームに組み立てる。 
「3 ステップ」プロセスは、 
Ⅰ．開発者課題 解決型 
Ⅱ．想定外ターゲット 探索型 
Ⅲ．知見 融合型 
と設定し、Ⅰから順にⅡ、Ⅲとステップアップしていくものとする。 
 それぞれのステップに求められる「コミュニケーションの場」「コミュニケーションスタ
イル」は、 
Ⅰ：顧客からのコンタクトツール／製品フィードバックの受け止め 
Ⅱ：開発者からのコンタクトツール／想定外顧客 利用シーン調査 
Ⅲ：リアルコミュニティ／製品外共通課題 解決 
とする。 
 上記仮説要素に自身経験から「付加される価値」「顧客の役割」の 2 要素を付け加え、初期
仮説を図表４-１の通り設定する。 
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図表 ４-１ 価値共創型 新製品開発スタイル 初期仮説 
 
(出所) 筆者作成 
 
第三節 検討方法 
 今まで消費者が見たことのない新製品開発に成功した企業を対象のインタビュー調査を
行う。 
インタビュー対象企業は以下６社。 
①「バタフライボード」 
②「コンプ」 
③「Armonia」 
④「三田三昭堂」 
⑤「i Robot」 
⑥「東芝」 
仮説に基づき質問項目を作成し、対面でのインタビューにて調査を実施する。 
 
価値共創型
新製品開発スタイル 付加される価値 顧客の役割
コミュニケーション
”場”創出
顧客との
コミュニケーション
スタイル
Ⅰ．開発者課題　解決型 見たことがない課題解決手段
開発者の
思い込み指摘
開発者　←　顧客
情報送付ツール
顧客発信の製品使用
感想を受け止める
Ⅱ．想定外ターゲット　探索型 見えなかった価値見える化
開発者は
気が付かなかった
価値提示
開発者→顧客
顧客コンタクト
パイプライン
想定外ユーザー直接
コンタクト、利用
シーンインタビュー
Ⅲ．知見　融合型 潜在ニーズ提示
協同開発者
アイディア壁打ち
パートナー
開発者　⇔　顧客
同じ想いで繋がる
リアルコミュニティ
互いに抱く課題を解
決する仲間
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第５章  企業インタビュー 
第一節 バタフライボード 
 図表 ５-１ バタフライボード 商品ロゴ 
(出所) バタフライボード株式会社 ホームページ 
 
第一項 会社概要 
 図表 ５-２ バタフライボード株式会社 会社概要 
正式社名 バタフライボード株式会社 
本社所在地 神奈川県横浜市 
設立 2015年 
代表者 福島 英彦 ／ CEO Founder 
事業内容 バタフライボード 製造販売 
資本金 非公表 
社員数 2名 
売上高 非公表 
(出所) バタフライボード株式会社 ホームページ会社概要情報とインタビュー情報を元に筆者作成 
 
 福島 CEO は元オーディオメーカーの技術者。オーディオメーカー退職後、外資系家電メ
ーカー在職中に携帯型ホワイトボード／バタフライボードの開発に成功。2015 年にクラウド
ファンディングプラットフォーム／マクアケにバタフライボードを出品し 743 名から 2.4 百
万円の支援を受けた後、起業独立を果たしている。 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-３ 開発商品：バラフライボード 2 
（出所）クラウドファンディング Makuake バタフライボード２ プロジェクト web ページ 
https://www.makuake.com/project/butterflyboard2/ 
 
◆課題認識 ： 会議室の外で使えるホワイトボード 
「働き方は多様化してきているのに、アイディア出しは未だに会議室のホワイトボード
を使って行われている。会議室からホワイトボードを持ち出せないものか？また、持ち出
したホワイトボードを使う際に会議室と同じ大きさで使えないか？」という課題認識から
開発をスタートしている。 
 
◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「ボードを自由に張り合わせられる“拡張性”」 
Ａ４サイズのボードを埋め込まれた磁石を繋ぎ合わせることで、顧客が自由にサイ
ズの“拡張”を行い会議室のホワイトボードと同じ大きさまで自由にコントロール可
能。「携帯出来るのに大きくも使えるという価値」を付加している。 
「字が擦れて消えることを防ぎ、撮影時に光らない“クリアカバー”」 
“クリアカバー”には２つの価値が付加されている。 
一つ目は、気軽にカバンに入れても文字が擦れず“携帯性”を向上させる価値。 
二つ目は、ホワイトボードに書き出したアイディアを撮影保存する際に表面が光る
ことを防ぐ、“保存性”を向上させる価値である。 
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「ボードサイズに合わせた携帯に便利な“細ペン“」 
“細ペン“にも２つの価値が付加されている。 
一つ目は、小さいボードとして使う際にも書きやすい文字の太さにしたことで、“使
い勝手”を向上させる価値。 
二つ目は、通常のホワイトボードマーカーペンよりも小さくカバンに入れてもかさ
ばらないことによる、“携帯性”を向上させる価値である。 
「外に持ち出せる“携帯性”」 
ノートサイズでカバンに容易に入り容易に持ち歩きが可能なサイズ感とすること
で、“携帯性”を向上させる価値を付加している。 
なお、「NU BOARD」というノートタイプのホワイトボードがバタフライボード発
売前の 2012 年に発売されており、“携帯性”の面で顧客は見たことが無い解決手段に
相当しないことがインタビュー後に判明している。 
図表 ５-４ 2011 年発売 ノート型ホワイトボード「NU BOARD」 
（出所）日経トレンディ 聞いた、試した、すごかった！最新ビジネスギア情報局 
 頭の中を視覚化する「発想支援ノート」【進化系ノート 2012】 2012年 5月 25日 
http://trendy.nikkeibp.co.jp/article/column/20120521/1041091/?SS=expand-life&FD=-1633547779 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
 「ボードの継ぎ目にも書きたい = “拡張性”改良」 
開発当初は樹脂によるボードの連結も視野に入れていたが、ボードの継ぎ目がある
と文字が書きづらくアイディアもそこで止まってしまう気がするという課題が明ら
かになった。そこで前職のオーディオメーカー技術者としての知見を活かしマグネッ
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トによるボード連結の手法を完成させることで、ボードの継ぎ目を気にせずに大きな
一枚のボードとして使えるバタフライボードとして完成した。 
 「ボード表面に傷がつく、撮影保存時に光る = “クリアカバー”開発」 
Ver.1 ではビニールカバーを付けていたが、携帯時に表面に細かな傷がつくことが
分った。また、使用後に撮影保存をする際に光が映り込み、文字が見えにくいという
ことも分かった。この２つの課題を解決する策として、“クリアカバー”開発を行い
Ver.2 より採用した。 
「通常のホワイトボードペンでは太くて書きづらい = ”細ペン”開発」 
Ver.1 では、通常のホワイトボードに使う太いペンをセットにしていたが、実際に
ボードを一枚で使う時にはペンが太すぎて使いづらいという課題が判明した。 
当時は細いホワイトボードペンは世の中に存在していなかったことから、ペンメー
カーに細いホワイトボードペンの開発を依頼したらものの見事に断られてしまった。
その後、たまたま知り合ったあるペンメーカーの担当者を糸口として細いホワイトボ
ードペンの開発が進み、Ver.2 より細いホワイトボードペンが採用されている。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
顧客とのコミュニケーションの場は「クレーム対応」と「SNS Butterfly Board Members」
の二つである。 
「クレーム対応」は、電話、e-mail などのツールを介して行われており、顧客からのアク
ションによりコミュニケーションが開始されるものである。 
「SNS Butterfly Board Members」は Facebook に設立されている非公開ページで、購入
者限定の招待制で運営されている。このツール上では、開発者からのアクションによりコ
ミュニケーションが開始されるものである。 
Ver.1 リリース時は 250 名程度であったメンバー数が、2017 年 12 月 12 日現在 460 名に
まで増加している。主に製品開発の進捗やリリースの情報発信に使っているが、まれに開
発アイディアに関するフィードバックを募るためにメンバーへ問いかけることもある。書
き込みをするアクティブメンバーは全体の２割/90 名程度であり、開発者からの問いかけ
にレスポンスがあるのは 10 名程度とあまり機能していない。開発者もコミュニケーショ
ンが難しいと感じている。 
上記の通り、コミュニケーションの場としては２つが存在するものの、顧客からのア  
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クションによりコミュニケーションが開始されるクレームの方がコミュニケーションの
場として機能したようである。 
 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
開発者自身は本質的にクレーム対応が好きでないものの、クレームで届く声には製品
改良に関するアイディアが沢山隠れていることを経験上理解しており、製品の価値向上
のためと割り切り真摯な姿勢でクレーム対応に臨んでいる。 
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第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 
◇顧客の役割   ： 開発者は気が付かなかった価値提示 ＝ 新たな利用シーン開拓 
 「ろうあ者がコミュニケーションツールとして日常的に使用」 
 「医者が患者とのコミュニケーションツールとして診察室で使用」 
 「保険外交員が顧客とのコミュニケーションツールとして保険内容説明時に使用」 
バタフライボードは「会議室の外におけるクリエイティブな発想をサポートする」
ことを目的にて開発されたが、上記３事例の顧客はいずれも会議室でホワイトボード
を活用していた人たちではない。 
また、利用シーンもクリエイティブな発想を求められる場面ではなく、３事例共に
他者とのコミュニケーションの場面である。 
顧客属性、利用シーン共に当初開発者が想定していたものとは異なる事例である。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者→顧客 コンタクトパイプライン 
 顧客とのコミュニケーションの場は「利用シーンインタビュー」と「コミュニティ訪問」
の二つである。いずれの場でも開発者からのアクションによりコミュニケーションが開始
されるものである。 
「Ⅰ．開発者課題 解決型」のコミュニケーションスタイルはクレームを受けるスタイ
ルであったのに対し、送付先の住所や宛先に興味があると自ら直接コンタクトをとりコミ
ュニケーションを初めており、顧客に対する姿勢が変化している。 
 
◇コミュニケーションスタイル ： インタビュー 
商品開発時に想定していなかったユーザーや利用シーンに対して興味を抱き、自らの  
疑問解消のために顧客に対して直接インタビューを行っている。 
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第四項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
 以下の内容はインタビュー時に開発をスタートした商品をイメージして回答を得たもの
であるため、一部将来予測の箇所を含んでいる。 
 
◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 
バタフライボードの IoT 化を検討・開発中。 
更なる情報“携帯性“向上により、顧客の中にあった潜在的なニーズを刺激する付加価
値を提供する。  
 
◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
開発者と同じ目線で、現バタフライボードを使用した際の課題抽出をサポート。 
クリエイターの作業がパソコン上で完結する作業環境が整っている現状を考慮すると、
ホワイトボード上で検討した内容をそのまま電子データ化しパソコンに取り込んで使え
るようにしたいというニーズが必ずあるという議論を開発者と共に行う。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
開発者が学校教育における創造性を高めることに取り組むコミュニティに参加。参加者
の中にバタフライボード顧客がいたことから懇意になり、創造性を高める手段としてのバ
タフライボードの可能性について議論を交わすようになった。 
あくまでも議論の入り口は、学校教育における創造性を高めるにはどのようにすれば良  
いかという課題であり、バタフライボードありきの関係性ではないことが重要である。 
 
◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 
バタフライボードの IoT 化というアイディアにたどり着いた後、IoT 化に伴う技術面の
サポートが可能な人材の紹介を顧客が行っており、開発者の開発リソース拡大に寄与。 
互いが抱く大きな課題に対してのアクションであるため、顧客側は見返りを期待しての
行動ではないことが明らかである。 
開発者と顧客がインタラクティブなコミュニケーションを行う関係性に発展している 
ことが分る。 
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第二節 コンプ 
図表 ５-５ コンプ商品ロゴ 
(出所) 株式会社コンプ ホームページ http://www.comp.jp 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-６ 株式会社コンプ 会社概要 
正式社名 株式会社コンプ 
本社所在地 東京都千代田区神田小川町 2-2 サンブリッヂ小川町ビル 5F 
設立 2015年 10月 13日 
代表者 鈴木 優太 ／ 代表取締役 CEO 
事業内容 食品の企画販売、IoT 関連機器の開発 
資本金 4,000,000円 
社員数 非公表 
売上高 非公表 
(出所) 株式会社コンプ ホームページ会社概要情報を元に筆者作成 http://www.comp.jp/company.html 
 
 鈴木 CEO は東京大学で薬学の Ph.D.を取得した後、ファインケミカルメーカ （ー株）ケミ
クレアで研究職に従事。何事にも熱中する性格で、好きな研究やプログラミングに集中して
しまうと他の事を行う時間を勿体なく感じるため、食事も満足に採らない生活を送っていた。
栄養を満足に取らない日々が続き体調に変調をきたしたことから、時間を掛けずに栄養ある
食事を採ることが出来ないものかと考えた。 
 手始めにカロリーメイトなど市販の栄養食だけを食べる生活を送るも体調は良くならな
かった。ある時、米国で販売されている栄養食ソイレント（図表 ５-７参照）に出会うも日
本で販売されていなかったため継続使用出来ず、それなら自分で作ってしまえと考え配合栄
養表示を参考に独自で栄養素の調合テストを開始。日本で手に入らない栄養素もあったが、
試行錯誤の末に自身の体調を改善する配合にたどり着いた。基本的に自らの体調を良くする
ための栄養食を目指していたので、この時点では販売することは頭になく完成したレシピを
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web 掲示板に公開していた。その後、レシピを掲示板で見た人たちから「作って売って欲し
い」という声が上がり始めたことから自宅で製造を開始すると共にコンプを立ち上げ法人化
した。 
図表 ５-７ ソイレント 商品パッケージ、栄養配合表示 
(出所) ソイレント ホームページ 製品情報ページ https://www.soylent.com/product/powder/ 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-８ 開発商品：完全食 COMP／POWDER 
（出所）コンプ ホームページ http://www.comp.jp/powder.html 
 
◆課題認識 ： 食事に掛かる時間削減 
何事にも没頭するタイプで好きなことに掛ける時間を極力確保したい人のために、「何
を食べるか考える」「食材を買いに行く」「調理する」「片付ける」という食事に関する一連
の工程を省ける“これだけ食べていれば健康面は大丈夫”という食事が欲しいという開発
者自身が抱えていた課題認識から開発をスタート。 
 
◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「“日本人向け”完全栄養パウダー」 
コンプ立ち上げの約１年前、2014 年 4 月に米国で完全食「ソイレント」の発売が開
始された。 
WIRED JAPAN27の記事によると 
「「ソイレント」はサンフランシスコでテック系スタートアップを目指してい
た若者達が開発したもので、当初計画がとん挫し次のアイディアを形にするまで
に如何に費用を節約するかというシチュエーションに陥り食費削減のアイディ
アとして生まれた製品である。クラウドファンディングによる製品化を試みた際
                                                     
27 WIRED JAPAN 「PERFECT FOOD 完全食 ソイレントの夢」2016 年 7 月 3 日記事
https://wired.jp/special/2016/soylent/ 
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には２時間で目標の 10 万ドルが集まる人気ぶりで、その背景にはシリコンヴァ
レーから広がったライフハッキング（日常生活を合理化・効率化し、本来やらな
ければならないことのために、日々の負担を減らしてくれるような工夫や知恵の
こと）のカルチャーがあった。」 
という発売時のバックグランドが明かされている。 
上記事実関係から、コンプの製品が世の中で初めて完全食を定義し商品開発を行っ
た訳ではないことが分かるが、ソイレントは日本では発売されていなかったため日本
ではほとんど知られていないかったことに加え、コンプは日本人の体質に合うように
化学成分の調整を行った製品に仕上がっており、日本顧客の目には従来見たことがな
い課題解決手段のように映ったと考えられる。 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
 「日常的に飲めるように飲みやすい味を考えて欲しい = “味”の改良」 
開発者自身は食事への興味が減退してしまっており、コンプ開発時に“味”に対す
る意識があまり高くなかったが、顧客からの味に対する製品フィードバックから「継
続して飲むためには飲みやすい“味”が必要である」ことを気付かされた。 
 「袋の傷や汚れが気になる = “品質”の向上」 
製造開始当初は量が少ないこともあり開発者の自宅で調合を行っていたが、顧客か
ら袋の傷や汚れのクレームが入ったことから「購入して頂く商品のパッケージ品質も
向上させる必要がある」ことを気付かされた。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
顧客とのコミュニケーションの場は「web 掲示板」と「クレーム対応」の二つである。 
製品開発当初は Wiki 方式28を使う「web 掲示板」を活用していた。開発者は自らが開発し
た製品の Wiki ページを作り、そのページ内でユーザーとコメント機能を通じてコミュニ
ケーションを取っていた。 
開発者が書き込んで始まるコミュニケーションではあるものの、顧客に対してコメントを
促すような使い方はしておらず顧客が自主的にコメントを投稿していたことから、顧客の
                                                     
28 Wiki 方式とは web 上から簡単に内容を書き換えることのできる web 管理システムのことを指す。 
 Wikioedia は Wiki 方式を活用した百科事典のことであり、Wiki 方式と混同して使用されることが多い。 
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アクションによりコミュニケーションが開始される場であると言える。 
その後、開発者はインターネット最大の掲示板機能を持つ 2ch の“ソイレント”につい
て語るスレッドを活用し、“ソイレント”に対する製品レビューを“コンプ”に対するレビ
ューに置き換えて製品改良に取り組んでいる。これも、顧客のアクションによるコミュニ
ケーションの場であると言えるだろう。 
「クレーム対応」も、電話や e-mail などのツールを介して行われており、顧客からのア
クションによりコミュニケーションが開始される場である。 
 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
開発者自身は本質的にクレーム対応が好きでないものの、顧客へ販売する商品としての
レベルに達しているかを確認する場として重要視している。前のめりの姿勢とまではいか
ないが、開発者自身の感覚が正しいかを確認するための場と捉えて真摯なコミュニケーシ
ョンを行っていた。 
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第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 
◇顧客の役割   ： 開発者は気が付かなかった価値提示 ＝ 新たな利用シーン開拓 
 「糖尿病の人が血糖値コントロールのために利用」 
 「ダイエットをしたい人がバランス栄養食として利用」 
「スポーツ選手がコンディショニング食品として利用」 
コンプ／POWDER は「食事時間短縮」を目的に開発されたが、上記３事例の顧客
はいずれも食事時間の短縮目的で購入していない。 
開発者は「体調維持に必要な栄養素を網羅する」ために栄養素を調合したが、結果と
して「体調を改善する機能食品」にまで育っていたことを顧客からのフィードバック
で初めて気が付いている。 
体調改善の効果に気が付かされた後に様々な文献を調査したところ、バランス良く
栄養素を採ることで眠気が抑えられることも分かり、商品コンセプトに「夢中の持続
をサポート」という考え方を加えている。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者→顧客 コンタクトパイプライン 
顧客とのコミュニケーションの場は「利用シーンのインタビュー」である。 
顧客名簿の電話番号や e-mail 情報を元に、開発者からのアクションによりコミュニケーシ
ョンが開始されている。 
 
◇コミュニケーションスタイル ： 開発者が興味を持ったことを聞き出す 
商品開発時に想定していなかった顧客属性や利用シーンに対して興味を抱き、自らの疑
問解消のために顧客に対して直接インタビューを行っている。 
「Ⅰ．開発者課題 解決型」のコミュニケーションは“受けのスタイル”であったのに
対し、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」のコミュニケーションは興味を持った顧客の連絡先をピ
ックアップして自ら直接コンタクトをとりコミュニケーションを始める“攻めのスタイル”
であり、開発スタイルのステップアップにより顧客に対するコミュニケーションスタイル
が大きく変化している。 
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第四項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
図表 ５-９ 開発商品：完全食 COMP／GUMMY 
（出所）コンプ ホームページ http://www.comp.jp/gummy.html 
 
◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 
「“味”×“利便性”」を更に向上させる“グミ”というスタイルで完全栄養を採れると
いう新たな提案により、顧客の中にあった潜在的なニーズを刺激する付加価値を提供しよ
うとする商品である。 
「何も考えなくても自然に健康に」というコンセプトで作られており、既存の食文化に対
してキチンとした栄養を加えていくというスタイルを取っている。 
 
◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 
同商品は、個人的にコンプ製品の顧客であった味覚糖(株)の社員が、自発的に試作品を
作りコンプに持ち込んだ企画商品であり、言葉通り協同開発者となっている事例である。 
当初、味覚糖(株)社員は正式な会社の開発許可を取っていない状態で試作品を作ってい
る。相当な“熱量”を感じさせる行動であるが、これはコンプ鈴木 CEO の「生活習慣病
をまねくような商品ばかりがコンビニに並んでいる」という問題意識に対して同調したか
らこそ起こった行動である。鈴木 CEO が「コンプをより良い商品にしたい」「コンプの商
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品をもっと沢山売りたい」というスタンスで味覚糖(株)社員と付き合っていては起こり得
なかった事象であり、「生活習慣病」という両者が抱く社会問題に対する課題意識を互い
にぶつけ合う時間が両者の“想いを醸成”したからこその結果であると考えられる。 
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第三節 Armonia 
図表 ５-１０ Armonia 商品ロゴ 
(出所) Armonia ホームページ http://scarf.co.jp/company/ 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-１１ 合同会社 Armonia 会社概要 
正式社名 合同会社 Armonia 
本社所在地 群馬県桐生市本町 5丁目 51東武桐生ビル 1F cocotomo102 
設立 2016年 
代表者 角田 真住 ／ 代表取締役 
事業内容 ヘッドスカーフ製造販売 
資本金 非公表 
社員数 非公表 
売上高 非公表 
理念 人々がお互いの個性を認め合う調和ある社会の創造に寄与する 
(出所) 合同会社 Armonia ホームページ会社概要情報を元に筆者作成 
 
代表者の角田真住氏は、Armonia ホームページ29によると、 
「2014 年に多発性脱毛症を発症し、半年ほどで 3 分の１の髪を失う。同じ悩みを持つ脱
毛症の女性が生きやすい社会を目指し、2016 年に Armonia を設立。ヘッドスカーフ事
業を中心に、脱毛症の女性へ向けたソリューションを提案している。 
脱毛女性と社会の接点を作り出すため、Alopecia Style Project を立ち上げる。共同代
表。髪のない女性の美しさを訴求し、イベント開催などを中心に活動。プライベートで
は二児の母」 
と紹介されている。 
今回のインタビューは“代表者 兼 製品開発者”の角田真住氏に行ったものである。 
                                                     
29 Armonia ホームページ http://scarf.co.jp/company/ 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-１２ 開発商品：ヘッドスカーフ ＬＹＮＯＬＥＡ 
（出所）クラウドファンディング Readyfor ヘッドスカーフ web ページ 
https://readyfor.jp/projects/7651/announcements/44739 
 
◆課題認識 ： ・毛髪を失った女性に再び明るい日常生活を提供したい 
        ・ウイッグの「高い」「洗髪で抜ける」「蒸れる」などの課題を解消したい 
開発者自身に多発性脱毛症した際に、自身の気持ちが落ち込むだけでなく周囲の人達の
気持ちも落ち込むことを感じてしまった。 
以来、ウイッグを装着して外にでるようになったものの、「高いのに洗髪の度に毛髪が
抜けてしまうので頻繁に洗いづらい」「蒸れるなど着け心地が悪い」などウイッグの様々
な課題に直面。 
ある時、気分転換にスカーフを被って外出すると、周囲の人から反応が良く自分が笑顔
でいられることに気が付き、ウイッグの代替品としての可能性に気が付きヘッドスカーフ
の開発をスタートした。 
 
◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「“頭の形にフィットする”」ヘッドスカーフ 
スカーフを頭に巻くという使い方は、図表 ５-１３のように女性のファッションとし
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ては一般的なものである。“一枚の平面であるスカーフ“を巻き方の工夫をすることで
様々なヘッドスカーフスタイルを作り出すことが出来る。 
一方、ヘッドスカーフを日常的に使用するものとして捉えた商品は見当たらず、
LYNOREA のような成形されていて被るだけというスタイルのスカーフは顧客が見た
ことのない商品であったと考えられる。 
図表 ５-１３ “ヘッドスカーフ 巻き方”google 画像検索結果 
（出所）2017年 12月 23日 google 検索結果 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
 「完全脱毛者の使用時はヘッドスカーフだけだと生え際全てが隠れず見た目が不自然」 
開発者自身は頭髪の一部が脱毛するタイプの疾患であったため商品開発時は気が
付かなかったが、完全脱毛タイプの疾患を持つ顧客から「使用した際に生え際が完全
に隠れないと、本来見えるべき生え際が見えないことで不自然な見た目になってしま
う」という指摘を受けた。 
現在、図表 ５-１４のようなヒジャブの下に二重で被るようなタイプのインナーキャ
ップを追加で開発中である。 
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図表 ５-１４ ヒジャブ 
（出所）CALA HIJAB SHOP ホームページ http://calahijab.thebase.in/categories/435177 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
顧客とのコミュニケーションの場は「同じ疾患を持つ仲間のコミュニティ」である。 
脱毛で悩む女性に明るい日常生活を取り戻すためのコミュニティであり、そのツールとし
て機能するヘッドスカーフには顧客となっている仲間から自然とフィードバックがある
ことから、顧客からのアクションによりコミュニケーションが開始される場と言えると考
える。 
 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
開発者自身は“オシャレを楽しむことで、外に出る楽しみを思い出して欲しい”という
想いで商品を開発していることから、商品そのものの使用感（使い勝手、被り心地、肌へ
のダメージ）に加え、オシャレを楽しむツールとしての使用感（ファッション組み合わせ、
色、ワンポイント など）など、製品使用感想だけでなくライフスタイルにおける活用度ま
で広げて顧客からの感想を引き出そうとするコミュニケーションスタイルである。 
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第三項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発事例 
◇付加される価値 ： 見えなかった価値の見える化    ＝ 新たな顧客属性 
◇顧客の役割   ： 開発者は気が付かなかった価値提示 ＝ 新たな利用シーン開拓 
 「“健常者”が通常の“ファッションアイテム”として使用」 
 「ちょっとそこまで外出時の“お手軽ヘアアイテム”として使用」 
ヘッドスカーフ LYNOLEA は“脱毛に悩む女性を外に連れ出すアイテム”として開
発されたが、上記３事例の顧客はいずれも脱毛症の女性では無い。 
また、“ファッションアイテム”や“お手軽ヘアアイテム”という用途も開発者が想
定したものでは無い。 
脱毛に悩む女性向けの外出アイテムとしてファッション性も考慮して開発を進め
て来た結果、通常のファッションアイテムとしても通用するレベルの商品にまで育っ
ていたことを顧客からのフィードバックで初めて気が付いている。 
以降、様々な利用シーンを想定し“幅広いデザイン選択肢を提供する“という考え
方を加えている。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者→顧客 コンタクトパイプライン 
自身が属していた“脱毛に悩む女性”のコミュニティをベースとして、健常者の女性も
加える形で「Alopecia Style Project」（図表 ５-１５参照）という団体を 3 名協同で立ち上
げている。 
団体内のコミュニケーションは、開発者からだけではなくむしろ顧客サイドからのアク
ションによりコミュニケーションが開始されることも多いようであるが、団体自体を開発
者が立ち上げていることから開発者サイドのアクションによるコミュニケーションの場
と言えると考える。 
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図表 ５-１５ Alopecia Style Project ホームページ 
（出所）Alopecia Style Project ホームページ 
https://alopecia20.wixsite.com/alopeciastyleproject 
 
◇コミュニケーションスタイル ： インタビュー 
商品開発時に想定していなかった顧客像や利用シーンに対して興味を抱き、自らの疑問
解消のために顧客に対して直接インタビューを行っている。 
「Ⅰ．開発者課題 解決型」のスタイルと比較すると、コミュニケーションを図る対象
の幅が広がっている。 
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第四項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
 以下の内容はインタビュー時に開発をスタートした商品をイメージして回答を得たもの
であるため、一部将来予測の箇所を含んでいる。 
 
◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 
脱毛に悩む女性には開発者と同じ部分脱毛だけでなく抗がん剤の影響による完全脱毛
が含まれると気が付かされ時、いかに楽しく日常を過ごすかという従来のコンセプトに加
え、いかに病院生活を楽しく過ごすかというコンセプトが浮かんできた。 
そこで病院での入院生活における患者のペインを探ると、「オシャレを意識するシチュ
エーションが無いため、楽しい気分になるのが難しい」ことが分った。 
この課題意識を元にして、現在「オシャレな病院着」や「屎尿便カバー」など病院生活
の中で少しでもオシャレを楽しめる新たなアイテムの開発を検討している。 
恐らくかなり昔からあった潜在ニーズであったと推測されるが、営利を前面に出した企
業ではなく患者の心に寄り添う社会的意義のある製品を開発する企業が提案することで
実現へのハードルは少なからず下がり実現性が増すのではないかと考える。 
 
◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 
同アイディアは Alopecia Style Project に集う仲間と構想を練っているものであり、その
仲間が協同開発者の役割を十二分に果たしている事例かつ、同じ想いで繋がるリアルコミ
ュニティがコミュニケーションの場となっている事例である。また、このコミュニティは
“脱毛”という課題解決で繋がっており、全ての仲間が利害関係なく課題解決に向けたコ
ミュニケーションスタイルを取れる環境にある事例とも言える。 
この事例において、角田代表は LYNOLEA の商品を拡充するかという自らの利益を追
わず、「脱毛で悩む女性を助けたい」という想いに突き動かされているからこそ自然と仲
間ができて新たな課題抽出とその解決方法立案にたどり着いたと言える。 
「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発スタイル時点までは気兼ねなく商品へのレビューを聞
けるような顧客との関係性ではあったが、「顧客と向かい合っている」関係性であった。 
一方、「Ⅲ．知見 融合型」開発スタイルにたどり着いた時点では同じように気兼ねなく
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商品のレビューを聞けるような顧客との関係性ではあるものの、「顧客の横に寄り添い同
じ方向を向いている」関係性に進化していた。 
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第四節 三田三昭堂 
図表 ５-１６ 三田三昭堂 セレクトショップロゴ 
(出所) MitaClub ホームページ http://www.mitaclub.co.jp/html/company/old_new.html 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-１７ 有限会社三田三昭堂 会社概要 
正式社名 有限会社 三田三昭堂 
本社所在地 群馬県館林市本町 3-1-10 
設立 1928年 
代表者 三田 英彦 ／ 代表取締役 
事業内容 情報関連機器販売及び保守、事務用品販売、印章製造販売、文具の加工
販売 
資本金 3,000,000円 
社員数 13名 
売上高 5億 7,000万円 （H27年 7月期） 
(出所) MitaClub ホームページ 会社沿革情報を元に筆者作成 
 
 三田三昭堂は昭和 3 年創業の老舗で、屋号は「苗字＋創業年＋堂」という由来。 
現代表の三田氏は大手電機メーカーである NEC を退職し、奥さまの実家家業を継がれる形
で三代目に就任。現在もパソコンの販売や保守を手掛けながら、価格競争に陥らないための
文具販売方法を模索している。 
従来はメーカー製造の商品に名入れするなど他の文具店との差別化を図ったり、三田社長
の目利きで品揃えしたこだわりの文具店／MitaClub を開店するなど、人と異なる商品を求
める顧客層に対して販売方法での差別化を図っていた。 
近年、更なる発展に向けてオリジナル商品の企画販売に乗り出し、オリジナルの万年筆や
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万年筆インクの発売を開始した。 
今回のインタビューは、“代表者 兼 商品開発者“の三田英彦氏に行ったものである。 
図表 ５-１８ MitaClub 店頭の三田代表 
(出所) あなたブランド Facebook ホームページ 
https://www.facebook.com/anatabrand/?timeline_context_item_type=intro_card_work&timeline_context_item_s
ource=100000575530663&pnref=lhc 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
 
図表 ５-１９ 開発商品：万年筆「KATANA」／ペンどころグンマ産 
（出所）クラウドファンディング GREENFUNDING  万年筆「KATANA」プロジェクト WEB ページ 
https://greenfunding.jp/harebutai/projects/1972 
 
◆課題認識 ： ペンどころグンマの認知促進 
何故群馬をペンどころとして売り出したいと考えたのか。クラウドファンディング
GREEN FUNDING の万年筆「KATANA」の商品プロジェクトページ30によると、 
「「群馬に関わらずして、国内で筆記具は製造できません」。 
これは、ある文具メーカーの開発担当者がつぶやいた一言です。 
群馬県は、かつて「飛行機王」と呼ばれ、某アニメーション映画でも主人公のモデル
となった堀越二郎のゼロ戦を製造した中島知久平の生誕地。中島飛行機といえば、ご
存知のかたもいらっしゃると思います。 
かつてゼロ戦を製造していた群馬県内には、数多くの精密部品製造者が集積してお
り、その技術を受け継いだ職人たちが、現在でも自動車製造や電機産業で活躍してい
ます。 
そして筆記用具のおいても、多くの国内筆記具メーカーが群馬県内に協力工場を持
                                                     
30 GREEN FUNDING 「KATANA」万年筆 プロジェクトページ 
https://greenfunding.jp/harebutai/projects/1972 
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っているのです。 
PILOT、三菱鉛筆、プラチナ万年筆など、皆さんも一度は耳にしたことがある（と
思います）国内筆記具メーカーのほとんどが、群馬県内事業者から何かしらの部品供
給を受けていることがわかりました。 
ペンは、歴史が生み出した技術の結晶。グンマなしに、皆さんのお手元にペンが届
くことはないのです。 
私たちは次世代にその技術を受け継ぎ、ペンの価値を伝えていかねばなりません。
とはいえ、伝統を守っていくだけでは、技術は廃れていく一方になってしまいます。 
これからは、『グンマをペンどころ』として、県内製造業の皆さんと新しい企画を打ち
立て、ヒット商品を次々に世界マーケットに進出させていきたいと考えています。」 
と、開発者の開発した商品への熱い”想い”と共に、群馬県がゼロ戦製造を起点とした産
業集積の地であることの伝統を守りたいという“想い”が課題認識として語られている。 
 
◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「“群馬産”を謳った万年筆」 
「“刀モチーフグリップ”の万年筆」 
ペン先メーカーは日本に 2 社、ドイツに 2 社存在しており、世界中で 4 社しか存在
していない。そのうちの 1 社「(株)日本万年筆製造所」は群馬県富岡市に本社・工場
を構えている。同社はペン先だけでなく、クリップ、板バネなどの内部機構部品やペ
ンボディも取り扱っており、1 社で万年筆を完成させる力を持つ数少ない企業である。 
周辺には下請け企業が多く存在することから群馬はペンどころと言えるのだが、一般
的には全く知られていない。 
また、一般的に日本の万年筆メーカーは内部機構部分の作りこみは得意だが、ドイ
ツのモンブラン社やイギリスのパーカー社のようにデザインセンスを生かしたボデ
ィを押し出したブランディングによる価値向上が苦手なため、「このデザインは〇〇
社製だ」と一目で分かる差別化がほとんどされていない。 
万年筆「KATANA」は、一般的に知られてない群馬産を前面に出し、日本メーカー
が苦手なデザイン面での差別化も図られており、多くの万年筆を愛する顧客が初めて
目にする商品に仕上がっている。 
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◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
他の事例と異なり、本事例においては開発者の思い込みを指摘されるような事象は発
見されなかった。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
顧客とのコミュニケーションの場は「愛好者が集まる web 掲示板」「MitaClub FaceBook 
ページ」の二つである。 
「web掲示板」では愛好者がどのように評価しているかを覗き見る、「FaceBookページ」
では製品紹介をしたリアクションを見るというコミュニケーションをしており、どちらも
フィードバックが欲しいとリクエストして行っているものではないため、顧客からのアク
ションによりコミュニケーションが開始されるものである。 
 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
開発者は開発した製品自体の使用感を求めて顧客とコミュニケーションを行っていな
い。 
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第三項 「Ⅲ．知見 融合型」開発事例 
図表 ５-２０ 開発商品：墨インク「龍脳」 
（出所）楽天市場 三田三昭堂 あなたブランド 商品 web ページ 
https://item.rakuten.co.jp/mita-club/kuretake-mksi-001/ 
 
◇付加される価値 ： 潜在ニーズ提示 
 「黒のカラーバリエーション×墨の匂い インク」 
万年筆のヘビーユーザーには、「インク沼に溺れる」という表現がある。これは、万
年筆ヘビーユーザーのインクに対する深いこだわりを表した言葉である。 
ヘビーユーザー達は、インクごとの書き心地や紙との相性、耐光性や耐水性などイ
ンクに関わるあらゆる事柄を分析・評価したいという習性をもっており、この商品に
含まれる「黒のカラーバリエーション」「墨の匂い」というキーワードはこの習性に対
する新たなアプローチである。 
「カラー」と「匂い」という二つの新たな要素を掛け合わせることで、顧客の潜在
ニーズに対してアプローチすることに成功し、「趣味の文具箱 2018 年 1 月号」の表紙
に取り上げられると共に「楽天市場／万年筆用週間売上ランキング第一位」を獲得し、
鮮烈なデビューを果たしている。 
 
◇顧客の役割 ： 協同開発者、アイディア壁打ち相手 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者⇔顧客 同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
◇コミュニケーションスタイル ： 互いに抱く課題を解決する仲間 
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同アイディアの創出には「インク沼におぼれたヘビーユーザー」、開発には「墨メーカ
ー呉竹の綿谷社長」が関わっている。 
開発者はこだわりを持った顧客と直接交流できる文具店“MitaClub”を営んでいるが、
この場所はまさに「顧客とのコミュニケーションの場」である。 
この文具店の顧客である「インク沼に溺れたヘビーユーザー」は、こだわりが高じて
雑誌社から万年筆インクの執筆依頼があるほどの人物である。ある日、開発者が「イン
ク沼に溺れたヘビーユーザー」と喫茶店でコーヒーを飲みながら万年筆のインク談義を
している時に、「DIC では黒のバリエーションが他色よりも少ない」という何気ない会
話の中から“万年筆インクにも黒色のバリエーションを”というヒントを掴んでいる。 
また“墨の匂い”を持ったインク開発は、様々なインクメーカーに依頼するも断られ
続けていた頃にある展示会で偶然出会った「墨メーカー呉竹の綿谷社長」と“墨文化を
継承したい”という課題意識で意気投合しスタートしたものである。 
この事例はまさに「互いに抱く課題を解決する仲間」との開発であると考える。 
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第五節 ｉＲｏｂｏｔ 
図表 ５-２１ i Robot 社 ロゴ 
（出所）i Robot 社 ホームページ https://www.irobot-jp.com/ 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-２２ i Robot Corp 会社概要 
正式社名 i Robot Corp 
本社所在地 8 Crosby Drive Bedford,MA 01730 USA 
設立 1990年 8月 
代表者 Mr.Colin M. Angle 
事業内容 Consumer Products 
資本金 272千ドル 
社員数 607名 
売上高 660,604千ドル （2016年 12月期） 
(出所) Yahoo Japan ファイナンス Web ページ 企業情報を元に筆者作成 
 
 i Robot Corp は日経情報ストラテジー2013 年 3 月号31によると、 
「マサチューセッツ工科大学で人工知能を研究していた科学者 3 人が 1990 年に設立
したベンチャー企業で、過去 20 年にわたりロボットを開発してきた。軍事目的のロ
ボット開発には定評があるが、今やルンバの開発元として知られるようになった。
2011 年には東日本大震災で事故を起こした福島第一原子力発電所に入る無人の内部
調査ロボットを提供して話題にもなった。」 
という会社である。 
今回のインタビューは、ルンバの日本総代理店であったセールス・オンデマンド社“マーケ
ティング担当取締役“であった徳丸順一氏に行ったものである。 
                                                     
31 日経情報ストラテジー , 201303 号 , P58-63 , あのプロジェクトの舞台裏 ルンバがロボット掃除機市場を創出 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-２３ 開発商品：Ｒｏｏｍｂａ（ルンバ） 
（出所）i Robot 社 ホームページ ttps://www.irobot-jp.com/roomba/index.html 
 
◆課題認識 ： 掃除の自動化 
米国は日本よりも家事の自動化に対する意識が強いようで、日経産業新聞 2001 年 10 月
23 日の紙面32によると、 
「ディスポーザーで先行する米国の普及率は 65%。年率 1~2%で販売量が伸びている
という。日本国内では家庭用と業務用合わせて 40 万-50 万台が稼働しているが、普及
率は 1%。都市部でも 3%に満たない。」 
とあり、米国の家事自動化に対するニーズの高さが伺える。 
掃除も高負荷の家事労働であり自動化に対するニーズが高いことが推測されることから、
この実現に向けて軍事で培ったロボット技術を活用した開発がスタートした。 
 
◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「自動掃除ロボット」 
1999 年に SONY がロボット型ペット／アイボを発売し「家庭にロボットを導入す
ること」が身近になりつつあった時代ではあったが、2002 年にルンバが発売されたタ
イミングには自動掃除ロボットは存在していなかった。 
                                                     
32 日経産業新聞 2001 年 10 月 23 日 , p10 , ディスポーザー 外資などが攻勢 
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◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
i Robot 社はルンバ開発時にプロトタイプテストを頻繁に実施し、開発当初に設定して
いた“形”や“大きさ”“吸引力”などのスペックが顧客にどのように受け入れられるかを
確認し、反応に応じてスペックの修正を行っていた。 
 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
 顧客とのコミュニケーションの場は主に愛用者登録を行っている顧客を対象とした「ア
ンケート調査」であった。アンケートは i Robot 社が顧客の満足度を定期的に測るために
実施されており、製品に関するレビューを取ることが目的ではなかった。製品に関するフ
ィードバックについては、顧客からのアクションを待ってコミュニケーションが開始され
るものであった。 
 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
 ルンバの愛用者登録は、SONY 社のペットロボットアイボが愛用者登録をした顧客に 3
年間のメンテナンスとアイボのピンバッジを提供することで製品に対する想い入れを強
く持ってもらうためのコミュニケーション戦略を行っていたことをベンチマークしてい
た。 
ルンバでは愛用者登録をした顧客に製品メンテナンスとフィルターを提供することで、
アイボ同様に製品への愛着を増加させる戦略を取っていた。製品に愛着を持つ顧客からの
製品レビューは製品バージョンアップに有用な情報が含まれる確率が高いため、アンケー
ト記載されている製品レビューはしっかりとピックアップされ、i Robot 社へフィードバ
ックされていた。 
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第六節 東芝 
図表 ５-２４ 東芝会社ロゴ 
(出所) 東芝ホームぺージ http://www.toshiba.co.jp/index_j3.htm 
 
第一項 会社概要 
図表 ５-２５ 株式会社東芝 会社概要 
正式社名 株式会社 東芝 
本社所在地 東京都港区芝浦 1-1-1 
設立 1875年 7月 
代表者 網川 智 ／ 代表執行役社長 
事業内容 エネルギー事業、社会インフラ事業、電子デバイス事業、デジタルソリ
ューション事業 
資本金 499,999,997,000円 (2017年 3月 31日現在) 
社員数 153,492名 (2017年 3月 31日現在) 
売上高 4兆 8,708億円 （2017年 3月 31日現在） 
東芝グループ経営理念 東芝グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値を創造し、世界の
人々の生活・文化に貢献する企業集団をめざします。 
(出所) 東芝ホームぺージ 会社沿革情報を元に筆者作成 
 
 インタビューで取り扱った TISPY は、東芝社内で行われていたスタートアッププログラム
が開催する社内新規事業コンテストで入賞したアイディアを元に開発された製品である。 
考案者の米澤氏はメモリ事業部で Flash Air33の設計を担当しており、自身が担当する Flash 
Air の使い道を広げることを目指していて TISPY の発想に至っている。 
新規事業コンテストからの製品開発は東芝としても初めての試みだったこともあり、社内
                                                     
33 Flash Air とは無線 LAN 機能を有するメモリカード単体で無線 LAN アクセスポイントとして機能する。外部
の無線 LAN 機器とデータの送受信が出来るため既存機器の IoT 化への活用が期待されている。 
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のチーム組成から社外パートナー34との連携まで米澤氏を中心に動くスポットプロジェクト
の形態で開発が進められている。 
今回のインタビューは、メモリ事業部所属で“TISPY 考案者 兼 開発者”の米澤遼氏に行
ったものである。 
図表 ５-２６ 東芝 Flash Air 
（出所）東芝ホームページ http://www.toshiba-personalstorage.net/endproduct/flashair/sdwe/index_j.htm 
                                                     
34 (株)スタッフ 本社：大阪府門真市 電気メーカーの製品開発サポートが得意で設計から小規模量産まで行う 
(株)マクアケ 本社：東京都渋谷区 クラウドファンディングプラットフォーム 
 サイバーエージェントグループ企業 
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第二項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発事例 
図表 ５-２７ 開発商品：学習型アルコールガジェット「ＴIＳＰＹ」 
（出所）クラウドファンディング Makuake 「TISPY」プロジェクト web ページ 
https://www.makuake.com/project/tispy/ 
 
◆課題認識 ： 個人のペースに合わせてスマートにお酒を飲みたい 
人によってアルコール耐性は異なるのに、一緒に飲む人がどの程度酔っているのか把握 
する術は無い。 
気軽に酔いを測定することで飲酒のペースメーカーになってくれるガジェットがあれ
ば面白いという課題認識から開発はスタートした。 
当初は、趣味の範囲で会社上長の宴席での酔い具合を測定すると自動的に Twitter に投
稿する“酔った~”というガジェットを作成してプライベートで使っていたが、そこから派
生した課題認識である。 
図表 ５-２８ TISPY 前身“酔った~“と製品紹介の同人誌 
（出所）東芝クリップ 世の中にまだない製品を クラウドファンディングから生まれた新しいモノづくり 
 http://www.toshiba-clip.com/detail/1535 
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◇付加される価値 ： 顧客は見たことが無い課題解決手段 
「学習型 アルコール測定ガジェット」 
呼気に含まれるアルコール度数を検出するアルコール検知器と言えば、一般的には
車の検問の際の検査機器を想像するだろう。楽天市場の売れ筋商品35を見てみると、
一位の商品は「業務用アルコール検知器ソシアック」である。商品の名称からも B2B
需要が B2C 需要よりも多い市場であることが示唆されており、B2C 市場の一般顧客
にはそもそも馴染みが薄い商品カテゴリーである。 
TISPY はそのような商品カテゴリーの中に、「パーソナルデータを外部蓄積させて
AI が学習することにより個人の状態を把握して、適切なアドバイスを行う」という新
たな価値を提案しており、顧客が初めて見るカテゴリーの商品となっている。 
図表 ５-２９ 楽天市場 アルコールセンサーランキング 
（出所）楽天市場 アルコールセンサーランキング https://ranking.rakuten.co.jp/weekly/208227/ 
 
◇顧客の役割 ： 開発者の思い込み指摘 
◇コミュニケーションの場 ： 開発者←顧客 情報送付ツール 
◇コミュニケーションスタイル：顧客発信の製品使用感想を逃さない 
TISPY の開発は、東芝社が製品開発を進める過程で、マクアケ社のクラウドファンディ
ング36プラットフォーム「Makuake」のプロジェクトとして製品の計画を 2016 年 3 月に開
示した。同年 6 月末に募集を終了し、目標 1,500 千円の約 10 倍となる 15,377 千円を集め
                                                     
35 2018 年 1 月 1 日検索 楽天市場アルコールセンサー週間ランキング (集計日：2017 年 12 月 18 日～12 月 24
日) 
36 中田(2014)によると「クラウドにプロジェクトを提案して“目標金額”と”募集期限を提示して資金を集める
仕組み。“購入型”“寄付型”“株式型”がある」と定義される。 
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ると共に 1,430 名がサポーターとなった。 
「Makuake」にはプロジェクトクトに出資をしたサポーターが応援コメントを記載でき
る機能があり、290 ものコメントが書き込まれている。多くは応援コメントであるものの、
中には「ストラップ穴が欲しい」「仲間数人と使える設定が欲しい」など自身の利用シーン
を想定して製品に対して具体的なリクエストを行うコメントも含まれている。 
「Makuake」が提供している上記機能は、顧客起点でコミュニケーションが図られるコ
ミュニケーションの場であり、製品の発売前に開発者の思い込みを指摘する役割を果たし
ている。 
また、活動レポート欄にサポーターによる製品購入後の使用感想が記載されており、使
用感想を逃さないためのツールとしても活用されている。 
図表 ５-３０ 「Makuake」におけるプロジェクトの結果とコメント機能 
（出所）クラウドファンディング Makuake 「TISPY」プロジェクト web ページ
https://www.makuake.com/project/tispy/ 
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第七節 企業インタビューまとめ 
第一項 「Ⅰ．開発者課題 解決型」インタビュー結果 
６社中６社において「Ⅰ．開発者課題 解決型」による新製品開発を行っていたことを確
認。「新製品開発時の特長」は多くの項目で仮説が支持される事例を抽出できたが、「三田三
昭堂」における“顧客の役割”と“コミュニケーションスタイル”は仮説と異なる事例が得
られた。 
図表 ５-３１ 「Ⅰ．開発者課題 解決型」インタビュー結果 
(出所) 筆者作成 
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第二項 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」インタビュー結果 
６社中３社において「Ⅱ．想定外顧客 探索型」による新製品開発を行っていたことを確
認。「三田三昭堂」「i-robot」「東芝」においては同スタイルでの新製品開発を確認出来なかっ
た。また、事例を確認した３社においては、「新製品開発時の特長」全ての項目における仮説
を支持する事例が確認出来た。 
図表 ５-３２ 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」インタビュー結果 
(出所) 筆者作成 
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第三項 「Ⅲ．知見 融合型」インタビュー結果 
６社中４社において「Ⅲ．知見 融合型」による新製品開発を行っていたことを確認。「i-
robot」「東芝」においては同スタイルでの新製品開発を確認出来なかった。また、事例を確
認した４社で、「新製品開発時の特長」全ての項目で仮説を支持する事例が確認出来た。 
図表 ５-３３ 「Ⅲ．知見 融合型」インタビュー結果 
(出所) 筆者作成 
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第６章  考察 
第一節 開発スタイル進化プロセスと価値共創型開発の定義 
先行研究における価値共創とは、顧客と企業がインタラクティブなコミュニケーションを
図り価値を共創していくことであると定義とされており、本研究の仮説における「Ⅲ．知見 
融合型」は顧客と開発者があたかも協同開発を行うかのごとく新製品開発が進められていく
ことから、価値共創型の新製品開発スタイルであると言える。 
 一方、実業の世界において企業が新製品で作り上げた価値から享受するものは売上である
ことを考慮すると、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」の新製品開発スタイルは「市場開拓型」と言
い換えることもでき、本研究においては価値共創型の新製品開発スタイルであると定義した
い。 
 なお、「Ⅰ．開発者課題 解決型」のインタビューで明らかになった「新製品開発時の特長」
を見ると、開発者と顧客はインタラクティブなコミュニケーションを行っておらず、開発者
が顧客から発信される情報をキャッチするようなコミュニケーションの形にとどまってい
る。よって「Ⅰ．開発者課題 解決型」の新製品開発スタイルは、イノベーターもしくはア
ーリーアダプターをターゲットとした通常の新製品開発とも言えるが、「Ⅱ．想定外顧客 探
索型」「Ⅲ．知見 融合型」は必ず「Ⅰ．開発者課題 解決型」を経るプロセスであり価値共
創型の新製品開発スタイルに到達するための必要プロセスであることから、本研究では価値
共創型の新製品開発スタイルであると定義したい。 
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第二節 「Ⅰ．開発者課題 解決型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：見たことが無い課題解決の手段 
顧客の役割          ：開発者の思い込み指摘 
コミュニケーションの“場” ：開発者←顧客、情報送付ツール 
コミュニケーションスタイル ：顧客発信の製品使用感想を受け止める 
 本開発スタイルを取り入れる際に重要なポイントは、顧客とのコミュニケーションスタイ
ルであると考える。インタビューにより“顧客発信の製品使用感想を受け止める”ことでコ
ミュニケーションを取るという仮説が支持されたが、一方で開発者の元にはクレームや激励、
質問、提案など様々な情報が山のように舞い込むことも分かっている。一般的にこのような
情報の山の中から開発者に有用な情報だけを取り出すことは非常に困難であると思われる
が、インタビューを行った開発者は必要な情報へのコンタクトを自然にこなしている。 
 これは、認知心理学の「選択的注意」で説明可能である。室井(2000)37によると、視覚・聴
覚の感覚器官を通して入ってくる莫大な情報を全て一度に認識する事はできなくても、普段
はそれら全てには注意を払わず生活し、必要な時に必要なだけ情報を選択的、効果的に処理
していく過程を「選択的注意」と呼び、優先順位を与えられた関連刺激の知覚的負荷が資源
を全て使い果たすほど大きければ優先順位が低い関連刺激は処理されないとしている。 
 つまり、開発者が開発した商品の課題と認識している度合が大きいほど、その関連情報は
他の情報を押しのける形で認知しやすくなるということである。よって、「Ⅰ．開発者課題 
解決型」で開発者が最も意識すべきポイントは、常に課題を意識しながら顧客の声を聞くこ
とであり、無意識に顧客の声を聞いていると有用な情報であっても聞き逃す可能性が高くな
るということを注意しなくてはならない。 
 
第二項 仮説を否定する「三田三昭堂」事例に関する考察 
 「三田三昭堂」の万年筆「KATANA」開発では、顧客は“開発者の思い込み指摘”の役割
を果たしておらず、コミュニケーションスタイルは“マニアのこだわりポイント探索”とな
っており仮説で設定した「開発を進める重要なポイント」を否定する事例となった。 
 万年筆「KATANA」事例は、開発者が“群馬産の万年筆を世界に広めたい”という課題を
                                                     
37 室井 みや ,（2000）,「選択的注意における知覚的負荷の影響 : 知覚的負荷とは?」,『京都大学大学院教育学
研究科紀要』,Vol.46 , pp.183-195. 
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解決するスタイルで開発したことから「Ⅰ．開発者課題 解決型」の開発スタイルに組み込
んでいる。この商品のターゲットは、万年筆を初めて購入する顧客ではなく複数回購入した
ことがある顧客である。このような属性の顧客は既に万年筆そのものに自らのストーリー性
を構築することに慣れており、価値共創の観点から論ずれば開発者は顧客が消費の場で創造
する新たな価値をどのように設定すれば反応するかを推測しやすい状態にあると言えるだ
ろう。本事例では、開発者が「デザイン」と「産地」という新たな価値の軸を提示し、その
価値を自身の価値観に照らし合わせて受け入れた顧客だけが商品を購入しており、開発者の
こだわりを否定する顧客が存在しないのであろう。上記のことから、万年筆「KATANA」事
例はⅠ→Ⅲというプロセスを踏まずに価値共創による商品開発が可能な事例であり、「Ⅳ．
マニア向け 提案型」の新製品開発スタイルと位置付けることが出来る。 
 バスケットシューズの“エアジョーダン”やスターウオーズの“関連グッズ”など、一見
ただのシューズやおもちゃに見えるものであっても、顧客サイドに自らのストーリー性が構
築されている一部属性の心に刺さる商品も、「Ⅳ．マニア向け 提案型」に含まれるだろう。
但し、このスタイルで開発された商品はニッチな市場において高価格で流通する商材になる
特性を持っており、「Ⅰ→Ⅱ→Ⅲ」の過程を経てスケールさせていけるようなポテンシャル
は持ち合わせていないため新たな価値創造の度合としては限定的なレベルにとどまり、大き
な企業は採用しづらい開発スタイルと言えるだろう。 
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第三節 「Ⅱ．想定外顧客 探索型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：見えなかった価値の見える化 
顧客の役割          ：開発者は気が付かなかった価値の提示 
コミュニケーションの“場” ：開発者→顧客、顧客コンタクトパイプライン 
コミュニケーションスタイル ：想定外ターゲット直接コンタクト、 
利用シーンインタビュー 
本開発スタイルを取り入れる際に重要なポイントは、“想定外の顧客に対して関心を持つ”
ことに尽きる。 
 「Ⅰ．開発者課題 解決型」では“開発者は製品の課題を常に考えることが大切である”
と論じたが、これは開発商品＝“モノ”に対して開発者としてのこだわりがベースにあって
こそ出来ることである。一方で「Ⅱ．想定外顧客 探索型」の新製品開発において開発者に
求められることは、商品を使う“ヒト”に関心をフォーカスすることである。 
 
第二項 付加される価値の再考 
 開発者が開発した商品を使う新たな属性を発見することは市場開拓と同義であり、すなわ
ち売上の拡大に直結することから企業が享受する価値も目に見えて増大することになる。 
 また、想定外ターゲットにコンタクトしその利用シーンや感じている価値をインタビュー
することで製品の課題を発見し、現行スペックの修正・アップデートが行えれば「Ⅰ．開発
者課題 解決型」の PDCA をもうひとサイクル回すことが可能になった上に想定外ターゲ
ットに対して最適な商品提案が可能となり、商品購入の確率を高めることが出来る。また、
既存ターゲット、想定外ターゲットそれぞれのネットワークに対してもう片方のネットワー
クが感じている価値を伝えることは、商品の新たな価値提案にも繋がるだろう。 
 上記考察をまとめると、付加される価値として定義していた“見えなかった価値の見える
化”には「新たな顧客」「新たな利用シーン」「新たな商品価値」という３種類の価値が含有
されていると言えるだろう。 
 
第三項 想定外顧客発見の手がかり 
コンプは「購入者アンケート」を行っており、アンケート項目には製品の感想や属性以外
に趣味や製品情報入手ルートを記載する欄がある。コンプ開発者は、このアンケート結果か
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ら想定外の顧客を発見することが可能となっている。 
また、コンプ開発者は想定外の顧客発見時にその顧客に対する興味が湧き電話や e-mail を
使って直接コンタクトを取ることがある。数人に直接コンタクトを取ってヒアリングを行っ
た結果、情報の入手経路は通常の顧客と変わらなく、そのほとんどが“twitter による顧客の
使用感つぶやき”か“知人の紹介”であることが分かった。 
“twitter による顧客の使用感つぶやき”は、メーカー発信の宣伝とは異なり顧客が自主
的に行っているものである。顧客発信の製品に対する評価は、メーカーが発信する広告より
も信頼性の高い情報と顧客は認知する。この特性は、ECサイトがこぞってユーザーレビュー
を重視していることからも明らかであろう。 
“知人の紹介”も“twitter による顧客の使用感つぶやき”同様に顧客発信の製品評価が伴
う行動であり、どこの誰か分からない人のつぶやきよりも高い信頼性を感じられることで製
品を手にとる確率が更に高まると考えられる。 
コンプの製品は、それまで顧客が見たことのないものであることに加え、口に入れる食品
カテゴリーであることから、製品の“認知”だけでなく“信頼”も同時に高めないと購入に
は至らない。このような手に取るまでのハードルが高いカテゴリーの製品では想定外の顧客
が生まれにくいと考えられるが、コンプ開発者は以下のような「顧客の情報発信媒体化 促
進」の仕掛けを意図的に行うことで顧客の信頼を獲得する工夫を行っている。 
 ・発信したくなる仕掛け：自分語りをしたくなるパッケージデザイン 
コンプ製品は、「日常生活を出来るだけシンプルにして、好きなことに集中するた
めの時間を最大限確保したい」という想いが強い人が多い“IT エンジニア”や“研究
者”をコアターゲットに設定している。このようなコアターゲットの人たちが SNS な
どでコンプ製品を取り上げやすいよう、コンプの製品パッケージは“シンプル”かつ
“日常生活の場に置いた時の恰好良さ”を強く意識したデザインになっている。 
・発信情報に厚みを持たせる仕掛け：栄養価の見える化 
コンプ製品は「ヒトが生きるのに必要な全ての栄養素を理想的に補える“完全食“」
であることを標ぼうしており、それを証明するのが製品に含まれる栄養価一覧（図表 
６-１参照）である。 
パッケージの裏デザイン（図表 ６-２参照）には栄養価が全て記載されており、SNS
投稿の際に栄養価情報が付加されやすくなっている。 
栄養価情報は、コアターゲットだけでなく「バランス良く栄養を摂取したい」と考
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える多くの人たちに響く情報であり、想定外ターゲットをつかまえやすくするための
仕掛けとも言える。 
 
図表 ６-１ コンプ栄養価 一覧 
(出所) コンプホームページ http://www.comp.jp/ 
 
図表 ６-２ コンプ製品 背面デザイン 
(出所) 製品レビューサイト+LOG 「完全食コンプを飲んでみた。栄養、飲み方も紹介するよ。ダイエットにも
良い？ 2017/01/09」 http://koreimakaidesuka.hatenablog.com/entry/kanzensyoku-comp-first-review 
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第四項 「Jobs to Be Done」理論と「価値共創」 
 クリステンセンは「破壊的イノベーション」理論を補完するものとして「Jobs to Be Done」
理論を提唱している。 
クリステンセンら（2017）38は、 
顧客データを集めてたどり着く結果はあくまでも相関関係であり、破壊的イノベーシ
ョン理論だけでは顧客が購入したくなる商品・サービスを生み出す方法は分からない。 
“Job”とは個人がある状況下で真に達成したいことを便宜的に表したものであり、顧
客の特長、商品の性質、新しいテクノロジー、トレンドよりも、状況のほうが重要であ
る。 
とその重要性を説いている。 
 本研究における「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発のステージでは、開発者の関心は“モノ”
から“ヒト”に、入手する情報は“製品のフィードバック”から“想定外顧客の製品利用シ
ーン”に移行する。これはまさにクリステンセンが提唱する“Job”を明らかにするプロセス
にあたると言えるだろう。 
コンプの事例に当てはめると、「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発ステージではコアターゲッ
トの”Job”を「時間短縮」と設定し、ホームページにおいても図表 ６-３のようにコンプ製品
が解決する“Job”を前面に打ち出している。 
図表 ６-３ コンプの「Jobs to Be Done」 
(出所) コンプ ホームページ http://www.comp.jp/ 
 
一方、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発ステージでは、想定外ターゲット顧客から利用シー
ンを聞き出すことにより「時間短縮」以外の新たな“Job”を認識することに成功している。
すなわち、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」は“second Job””third Job”を引き出すステージと言
                                                     
38 Clayton M.Christensen , Taddy Hall , Karen Dillon , David S. Durcan ,  
Harvard Business Review 2017 年 3 月号 , p26-40 , Know Your Customers’ “Jobs to Be Done” 
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い換えても良いだろう。 
 
第五項 i Robot / ルンバ、東芝 / TISPY に関する考察 
インタビューでは、i Robot / ルンバ、東芝/ TISPY 共に「Ⅱ．想定外顧客 探索型」への
ステップアップは確認できなかった。しかし開発の手を自ら止めてしまった訳ではない。 
 
◇i Robot / ルンバ 
 i Robot / ルンバは初代から順調に機能の正常進化を続けている。 
これはボードメンバーが持つ「1product 1function = 床をきれいに掃除する」というポリ
シー39に則ったものである。 
いずれの進化も「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発スタイルを抜け出せていないため、競
合が出てきたロボット掃除機市場において機能競争に陥ってしまっているようである。 
図表 ６-４ ルンバの機能進化 
発売年 モデル名 機能進化 
2004 年 ルンバディスカバリー 自動充電、部屋の大きさ自動判断 
2005 年 ルンバスケジューラー 掃除予約 
2007 年 ルンバ 500 シリーズ 操作性 簡易化 
2011 年 ルンバ 700 シリーズ 機動性能 向上 
2014 年 ルンバ 800 シリーズ 掃除性能 向上 
2015 年 ルンバ 980 ナビ搭載、IoT 化 
（出所）i Robot style 「ルンバ生誕 15 周年！これまでの歴史と進化とは 2017.09.19」を参考に筆者作成 
http://style.irobot-jp.com/4926/ 
                                                     
39 開発当初のプロトタイプを用いた顧客インタビューで「カメラを搭載して欲しい」など当時の技術レベルでは
掃除の機能向上に繋がらない提案がいくつも上がったが、頑なに拒否をして掃除機能への特化を図ったというエ
ピソードが残っている。 
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図表 ６-５ ロボット掃除機 競合モデル 
（出所）暮らしラク「ロボット掃除機 6 社比較 2018。ルンバ、ダイソン、東芝、シャープ、パナソニック、日立
の中でどれがおすすめ？ 2017.12.24」 https://momonestyle.com/comparison-of-the-cleaning-robot 
 
しかしながら、ルンバ 980 ではナビ機能に使用する“カメラ”や“多彩なセンサー”が
搭載され部屋の地図が作れるようになった。IoT 化によりルンバが稼働する部屋の地図情
報がクラウド上に蓄積されることから、家主も気が付いていない部屋の配置に関する潜在
ニーズを捉えることが可能になる武器を得たのではないだろうか。 
i Robot の提供する価値を“家での生活ソリューション提供“まで視野を広げられると、
「Ⅲ．知見 融合型」開発スタイルに進化が可能なポテンシャルを十分持っていると推測
される。「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発スタイルに対して“1Product 1Function“ポリシ
ーは開発を促進するドライバーであるが、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発スタイルには同
ポリシーは開発を阻害する要因となってしまうことに注意が必要である。 
 
◇東芝 / TISPY 
東芝 / TISPY はバージョンアップも行われておらず、「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発
スタイルで止まってしまった。 
これには以下のような背景がある。 
・主幹部署不在 
東芝社内スタートアッププログラムが開催する社内新規事業コンテストから誕生
した製品であったが、主幹部署が諸事情により解散してしまった。 
・未組織化 
プロジェクトリーダーが事業部所属のままプロジェクトによる開発終了を迎えた
ことから、次製品開発にあたり新たな組織もしくはプロジェクト立ち上げが必要とな
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る。 
・社内開発プロセスとの不整合 
「社外パートナーとの共同開発」「開発進捗 6 割程度でお披露目」「着想から出荷ま
で約 1 年のスピード感」など、通常の東芝における製品開発規格には乗らない新たな
開発スタイルが必要である。 
 主幹部署が無くなってしまったことは偶発事項であり、防ぐこともカバーすることも難し
い。パイロットがいなくなった飛行機は飛び立てないため、環境が次モデル開発を許さなか
ったと考えるのが妥当であろう。 
 一方で、「未組織化」「社内開発プロセスとの不整合」については、「Ⅱ．想定外顧客 探索
型」「Ⅲ．知見 融合型」開発スタイルへの移行にあたり、事前に準備しておくべき事項と認
識すべきであろう。 
特に組織で新製品開発にあたる企業には避けて通れないハードルになると考えられる。 
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第四節 「Ⅲ．知見 融合型」 
第一項 開発スタイルの重要ポイントに関する考察 
付加される価値        ：潜在ニーズ提示 
顧客の役割          ：協同開発者、開発者のアイディア壁打ち相手 
コミュニケーションの“場” ：開発者⇔顧客、同じ想いで繋がるリアルコミュニティ 
コミュニケーションスタイル ：互いに抱く課題を解決する仲間 
本開発スタイルを取り入れる際に重要なポイントは、“顧客との関係を築くために開発す
る商品周辺にある更に大きな課題を共有すること”であると考える。 
 この開発スタイルで協同開発者の役割を演じる顧客には“この商品は自分が育てた”とい
う自負が芽生えており、開発アイディア供出などにも積極的な心理状態になっている。この
心理状態は、マズローの欲求５段階の“自己実現欲求”が刺激されている状態であると言え
る。 
“自己実現欲求”を上手く活用しているビジネスモデルと言えば、ＡＫＢ４８のビジネス
モデルが挙げられる。多くのメンバーがいる中で自分のファンになってもらうことは難しい
が一度ファンになってしまえば強固なファンになり、推しメンバーのためには苦労を厭わな
いような関係が構築されている。 
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第五節 考察まとめ 
 第四節までの考察を元に、初期仮説修正及び追加ポイントを以下の通り整理する。 
 
◇「価値共創型 新製品開発」スタイル 導入プロセス修正 
・「3 スタイル・3 ステップ」仮説モデルへの「1 スタイル」追加 
三田三昭堂／万年筆事例のインタビューにおいて、「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発
スタイルの初期仮説「顧客の役割」と「コミュニケーションスタイル」が否定された。 
考察の結果、初期仮説の 3 ステップとは別に「Ⅳ.マニア向け 提案型」開発スタイ
ルが存在し、各ステップとは別の経路で価値共創型新製品開発にたどり着けるという
結論に達した。 
 
◇「価値共創型 新製品開発」スタイル マネジメントポイント修正 
・ステップ移行時の「開発者 着目ポイント」追加 
i Robot／ルンバと東芝／TISPY の事例では、「Ⅰ．開発者課題 解決型」から「Ⅱ．
想定外顧客 探索型」へのステップアップが見られなかった。 
考察の結果、開発者の着目ポイントを 
Ⅰ：“モノ” 
Ⅱ：“モノ”から“ヒト”へ ＋ 従来開発プロセスからの脱却 
Ⅲ：“ヒト”から“コミュニティ”へ 
とステップごとに移行すべきであるという結論に達した。 
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第六節 研究の限界 
 本研究では、組織や企業文化による「価値共創型 新製品開発」の阻害要因を排除するた
めに少人数で開発を行った事例に特化してインタビューを実施した。よって、チームを組ん
で開発するような垂直立ち上げで売上を狙う「価値共創型 新製品開発」への適用が可能で
あるかは検証されていない。 
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第７章  結論 
第一節 結論 
 先行研究においては、企業と顧客の価値共創プロセスはステップを伴わない平坦で継続的
なコミュニケーションとして語られることが多い。 
図表 ７-１ コト・マーケティングの展開 
(出所) 東(2017) コト・マーケティングと価値創造 
 
また、価値共創のステップが示されていたとしても、そのステップをどのように上がって
いくか具体的に提示する先行研究は存在しない。 
図表 ７-２ 意味的価値創出の２ステップ 
(出所) 延岡(2008) 価値づくりの技術経営：意味的価値の創造とマネジメント 
 
本研究では、企業が顧客との価値共創を開発に取り入れるプロセスに、ステップの概念を
取り入れた上でステップを上るプロセスも具体的に示し、ステップ移行時に重視すべきポイ
ントも踏まえて以下の通り明らかにした。 
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図表 ７-３ 価値共創型 新製品開発プロセス、意識すべきポイント 
(出所) 筆者作成 
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第二節 提言 
 これまでの議論を踏まえ、以下 2 点を自社に提言したい。 
 
①企業理念を見直し「価値共創型 新製品開発」スタイルへシフト 
本研究における「Ⅰ．開発者課題 解決型」開発スタイルは、開発者のこだわりを生か
すフェーズであり、テクノロジーでも製品開発をドライブすることが可能であることは論
じてきた通りである。 
一方、高付加価値を生み出す一つの手法である“価値共創型 製品開発“への移行は、
「Ⅱ．想定外顧客 探索型」「Ⅲ．知見 融合型」開発スタイルのステップを踏む必要があ
り、「Ⅱ．想定外顧客 探索型」開発スタイルへの移行時には開発者の視点を“モノ＝テク
ノロジー”から“ヒト＝ハート”へ移行させる必要がある。 
自社の企業理念（図表 ７-４参照）は、i Robot の事例同様に「Ⅱ．想定外顧客 探索型」
開発ステップへの移行を阻害する要素になりかねず、見直しが必要であると考える。 
見直しの方向性としては、“技術”を“顧客満足”に関連するワードに切り替え、 
「スポーツの楽しさを提案し、お客様のスポーツライフをもっと豊かに」 
としてはどうだろうか。 
図表 ７-４ ダンロップスポーツ(株) 企業理念、経営ビジョン 
（出所）ダンロップスポーツ(株) ホームページ http://www.dunlopsports.co.jp/company/index.html 
 
②競技ルールの呪縛から脱出し「すべてのゴルファーに寄り添う」モノづくりを 
前述の通り、世界の大手ゴルフギアメーカーは R&A、USGA が定めるギアルール規定
に準拠したモノづくりを行っている。これはスポーツの特性上、ギアによる不平等を無く
すためであり、「競技」を楽しむゴルファーには必要な対応である。 
しかし、ゴルファーの多くはゴルフを「競技」としてではなく、「健康」や「仲間との交
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流」のための手段として捉えている。「競技」ルールに則った製品開発を行っている大手ゴ
ルフギアメーカーは、「健康」や「仲間との交流」を目的としたゴルファーがゴルフギアに
何を望んでいるのかをリサーチしていないため、本研究における「Ⅱ．想定外顧客 探索
型」で議論を行った“想定外の利用シーンを探求する”ことを行っていないことになる。 
大手ゴルフメーカーは、ゴルフギア業界のコモディティ化が進んでいることを認識し、
「価値共創型 新製品開発」スタイルにより新たな価値創造を行うことで、価格競争の泥
沼からの早期脱出を図るべきである。 
 
 上記提言を自らの手によって推進し、新規ゴルファーを増加させることでゴルフ業界全
体の活性化に貢献したい。 
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